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（総　則）

（業務の予定量）

戸

㎥

㎥

イ

ロ

（収益的収入及び支出）

（資本的収入及び支出）

 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支

年 間 総 給 水 量

配 水 管 布 設 工 事

327,141

3,287,000

117,065

受 託 工 事

9,005

千円

千円

千円

１ 日 平 均 給 水 量

収　　　　入

922,624

50,780

105,245

2

817,377第１項 営 業 収 益

営 業 外 収 益

756,529

第２項

特 別 利 益

千円

主 な 建設 改 良 事 業

千円

千円

（４）

 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。第３条

水道事業収益第１款

千円

営 業 外 費 用

水道事業費用

2第３項

第４条

令 和 6 年 度 行 方 市 水 道 事 業 会 計 予 算

10,570

第２条  業務の予定量は，次のとおりとする。

第１条  令和6年度行方市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（１） 給 水 戸 数

他会計補助金

第２項 負 担 金

（２）

（３）

第１款

第１項

　出額に対し不足する額 260,248千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

第２項

第３項

315,347

千円

807,311

支　　　　出

　11,161千円、過年度分損益勘定留保資金249,087千円で補てんするものとする。）

特 別 損 失

営 業 費 用

千円

千円

千円

218,472

第４項 20,000 千円

81,000 千円

第３項 県 補 助 金 2,100 千円

千円

千円460,223

第２項 企業債償還金

収　　　　入

第１款 資本的収入 418,447 千円

第１項 企 業 債

支　　　　出

第１款 資本的支出 678,695 千円

第１項 建 設 改 良 費
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（企業債）

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（他会計からの補助金）

（たな卸資産の購入限度額）

月 日

第５条  起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　　　　率 償　還　の　方　法

配水管布設替等工事 120,000千円
証書借入又は
証券発行

5.0％以内

借入先の融資条件に
よる。ただし，企業
財政その他の都合に
より繰上償還又は低
利に借り換えること
ができる。

（ただし，利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について，利率見直
しを行なった後にお
いては当該見直し後
の利率）

第６条  一時借入金の限度額は，120,000千円と定める。

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１） 水道事業費用の各項に計上した予定額に過不足が生じた場合における同一款内での

　　これらの経費の各項の間の流用。

第８条  次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，

又は，それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 61,331 千円

行方市水道事業

行方市長 鈴 木 周 也

第９条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，20,780千円である。

第10条  たな卸資産の購入限度額は，6,250千円と定める。

令和６年 提 出
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予定キャッシュ・フロー計算書

予算の実施計画

令和６年度予定貸借対照表

令　和  ６　年　度

行方市水道事業会計予算に関する説明書

令和５年度予定損益計算書及び予定貸借対照表並びに

債務負担行為に関する調書

給与費明細書



（収　入）

予定額 備　考

1 水道事業収益 922,624

1 営 業 収 益 817,377

1 給 水 収 益 796,951

2 受 託 工 事 収 益 1

3 そ の 他 の 営 業 収 益 20,425

2 営 業 外 収 益 105,245

1 受取利息及び配当金 670

2 他 会 計 補 助 金 780

3
消費税及び地方消費税
還 付 金

1

4 長 期 前 受 金 戻 入 102,796

5 雑 収 益 998

3 特 別 利 益 2

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1

2 そ の 他 特 別 利 益 1

款 項 目

収益的収入及び支出

（単位：千円）

令和6年度　行方市水道事業予算実施計画書
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（支　出）

予定額 備　考

1 水道事業費用 807,311

1 営 業 費 用 756,529

1 原 水 及 び 浄 水 費 323,443

2 配 水 及 び 給 水 費 45,890

3 受 託 工 事 費 1

4 業 務 費 49,794

5 総 係 費 68,407

6 減 価 償 却 費 258,792

7 資 産 減 耗 費 10,001

8 そ の 他 営 業 費 用 201

2 営 業 外 費 用 50,780

1
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

25,778

2
消費税及び地方消費税
納 付 金

25,000

3 雑 支 出 2

3 特 別 損 失 2

1 過 年 度 損 益 修 正 損 1

2 そ の 他 特 別 損 失 1

（単位：千円）

款 項 目
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（収　入）

予定額 備　考

1 資 本 的 収 入 418,447

1 企 業 債 81,000

1 企 業 債 81,000

2 負 担 金 315,347

1 負 担 金 315,347

3 県 補 助 金 2,100

1 県 補 助 金 2,100

4 他会計補助金 20,000

1 他 会 計 補 助 金 20,000

（支　出）

予定額 備　考

1 資 本 的 支 出 678,695

1 建 設 改 良 費 460,223

1 施 設 整 備 費 117,065

2 受 託 工 事 費 327,141

3 営 業 設 備 費 16,017

2 企業債償還金 218,472

1 企 業 債 償 還 金 218,472

（単位：千円）

款 項 目

資本的収入及び支出

（単位：千円）

款 項 目
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 104,065

減価償却費 258,792

受取利息及び受取配当金 △ 670

支払利息 25,778

固定資産除却費 10,000

未収金減少額（△は増加） △ 1,887

前払費用減少額（△は増加） 0

未払金の増加額（△は減少） 2,293

預り金増加額（△は減少） 0

たな卸資産の減少額（△は増加） △ 190

長期前受金戻入額 △ 102,796

賞与引当金増加額（△は減少） 102

貸倒引当金増加額（△は減少） 0

その他流動資産増加額（△は減少） 0

その他流動負債増加額（△は減少） 200

　　　　小計 295,687

利息及び配当金の受取額 670

利息の支払額 △ 25,778

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 270,579

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 418,384

工事負担金による収入 275,988

施設負担金による収入 10,691

県補助金による収入 1,909

他会計補助金による収入 18,182

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 111,614

3 財務活動によるキャッシュ・フロー  

建設改良企業債による収入 81,000

建設改良企業債償還による支出 △ 218,472

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 137,472

資産増減額 21,493

資金期首残高 567,755

資金期末残高 589,248

令和6年度　行方市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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（単位：千円）

(0）

（人）（人）

法定福
利費

8
13,0480

１．総　括

区　　分

職 員 数 給　　与　　費

合　計

61,331

報 酬 給 料 手 当 計
備　考特別職 一般職

本　年　度 0 31,394 16,889 48,283

給　与　費　明　細　書

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

区　　分

職 員 数

本　年　度 0

546

0

1,206

比　　較 456 △ 546 △ 90

前 年 度 720

通勤手当 時間外手当 管理職手当 期末手当

本 年 度 1,176 0 1,116 787 720

住居手当 勤勉手当区　分 扶養手当

5,5386,772

1,104 394

59,8330 30,551 16,628 47,179 12,654
8

(0）

比　　　較
(0）

0 843 261 1,498
0

前　年　度 0

（　）内は、会計年度任用職員の予算積算人数

手
当
の
内
訳

児童手当

780

903 720 6,599 5,514 420

△ 116 0 173 24 360

特別職 一般職
報 酬 給 料 手　当 計

8

給　　与　　費
法定福
利費

合　計 備　考

13,048 61,33116,889 48,28331,394

（人）（人）

0

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

173△ 116 0

780

4201,206

720

△ 546 24

計

0 0

備　考

5,538

（人）

区　分

903 720 6,599 5,514

住居手当

1,176 6,7721,116

546

手
当
の
内
訳

通勤手当 時間外手当 管理職手当 期末手当

前 年 度 720

比　　較 456 △ 90

前　年　度 0

本 年 度

比　　　較 0 843

30,551

0 0

0

扶養手当

47,179 12,654 59,833

児童手当

0 8 16,628

261 1,104 394 1,498

勤勉手当

787

360

区　　分
職 員 数 給   与   費 法定福

利費
合　計

報 酬 給 料 手　当

本　年　度 0 0 0 0 0

0

管理職手当 期末手当

0

0 0

前　年　度 0 0 0 0 0

0

0

扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外手当

比　　　較 0 0 0 0

勤勉手当 児童手当

本 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0

比　　較 0 0 0 0 0 0 0

手
当
の
内
訳

区　分

0
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２．給料及び職員手当の増減額の明細

　　増減事由別内訳

３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

6級

一般行政職 主　事 主　任
係　長

係長 課長補佐 課　長
主　幹

計 8       100.0

区分 1級 2級 3級 4級 5級

５級 1        12.5

６級 1        12.5

３級 2        25.0

４級 2        25.0

計 8       100.0

令和5年4月1日現在

１級

２級 2        25.0

５級 1        12.5

６級 1        12.5

1        12.5

３級 2        25.0

４級 3        37.5

区　分
一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和6年4月1日現在

１級

２級

短 大 卒 １－１９ 184,600円

大 学 卒 １－２９ 202,400円

（歳） 45.13

区　分 一般行政職

高 校 卒 １－　９ 170,900円

（歳） 50.00

令和5年4月1日現在

平 均 給 料 月 額（円） 318,238

平 均 給 与 月 額（円） 351,488

平 均 年 齢

区       分 一般行政職

令和6年4月1日現在

平 均 給 料 月 額（円） 327,013

平 均 給 与 月 額（円） 358,388

平 均 年 齢

区分 増減額 説明 備考

給　料 843

昇給に伴う増加分 平均昇給率　6.3％

129 昇給期　4月　6人

その他の増減分
会計間の異動による増減

714

手　当 261

制度改正に伴う増減分

その他の増減分
会計間の異動による増減

扶養手当、期末手当、勤勉手当、通勤
手当、時間外手当、児童手当

-　9　-



（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

（６）定年退職および勧奨退職に係る退職手当

（７）その他の手当

通勤手当 同

（2%～20%加算）

区　分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同

住居手当 同

定年前早期退職特例措置
なし

（2%～20%加算）

一般会計の
制度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

なし

退職時
特別昇給(月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

(内勤勉1.025)(内勤勉1.025)(内勤勉2.050)

区  分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

加算措置等

有
(内勤勉0.950)(内勤勉0.950) (内勤勉1.90)

一般会計の
制度

2.250      2.250      4.500      
有

(内勤勉1.025)(内勤勉2.050)

前年度
2.150      2.150      4.300      

備考
6月（月分） 12月（月分）

本年度
2.250      2.250      4.500      

有
(内勤勉1.025)

比率　(B)/(A) 給   与   費 88 88

区　分
支給期別支給率

支給率(月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

前
年
度

職員数

5号給 （人）

6号給 （人）

（人） 1 1

4号給 （人） 5 5
号給数別内訳

1号給 （人）

2号給 （人） 1 1

3号給

（A） （人） 8 8

昇給に係る職員数 （B） （人） 7 7

6号給 （人）

比率　(B)/(A) （％） 75 75

4号給 （人） 4 4

5号給 （人）

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 1 1

昇給に係る職員数 （B） （人） 6 6

号給数別内訳

1号給 （人）

区     分 合計
代表的な職種

一般行政職

本
年
度

職員数 （A） （人） 8 8
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192,374 34,045

R3

～

R5

115,995

金　額

R6

期　間

（単位：千円）

期　間 金　額

限度額

前年度までの支払義務
発生（見込み）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

債務負担行為に関する調書

料金収入

34,045

事　項
左の財源内訳

上下水道料金徴
収等業務委託
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（単位：千円）

1 営　業　収　益

(1) 664,113

(2) 16,593 680,706

2 営　業　費　用

(1) 291,758

(2) 51,892

(3) 48,036

(4) 66,954

(5) 257,523

(6) 10,000

(7) 157 726,320

45,614

3 営　業　外　収　益

(1) 24

(2) 17,290

(3) 104,853

(4) 1,641 123,808

4 営　業　外　費　用

(1) 29,353

(2) 1,765 31,118 92,690

47,076

47,076

その他未処分利益剰余金変動額 135,000

182,076

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

配 水 及 び 給 水 費

業 務 費

令和5年度 行方市水道事業予定損益計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

原 水 及 び 浄 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

雑 支 出

経 常 利 益

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費
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（単位：千円）

１ 固　定　資　産

(1)

イ 108,738

ロ 552,224

△ 291,601 260,623

ハ 13,410,901

△ 8,269,291 5,141,610

ニ 2,573,813

△ 2,313,399 260,414

ホ 4,725

△ 2,443 2,282

ヘ 22,223

△ 20,583 1,640

ト 162,628

5,937,935

5,937,935

２ 流　動　資　産

(1) 567,755

(2) 37,925

△ 1,500 36,425

(3) 9,670

(4) 578

614,428

6,552,363

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

令和5年度 行方市水道事業予定貸借対照表
 （令和6年3月31日）

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
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（単位：千円）

3

(1)

イ

1,722,654

1,722,654

1,722,654

４ 流　動　負　債

(1)

イ

218,472

218,472

(2) 43,943

(3)

イ 4,861

4,861

(4) 0

(5) 13,900

281,176

５ 繰　延　収　益

(1) 7,536,108

(2) △ 4,829,064

2,707,044

4,710,874

６ 資　本　金

(1) 1,562,259

1,562,259

７ 剰　余　金

(1)

イ 97,154

ロ 182,076

279,230

279,230

1,841,489

6,552,363

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益
剰 余 金

資 本 金 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

自 己 資 本 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

預 り 保 証 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建設改良の財源等に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

負　債　の　部

固　定　負　債

企 業 債

建設改良の財源等に

充てるための企業債

企 業 債 合 計
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（単位：千円）

１ 固　定　資　産

(1)

イ 108,738

ロ 552,224

△ 301,500 250,724

ハ 13,790,699

△ 8,459,399 5,331,300

ニ 2,588,374

△ 2,356,632 231,742

ホ 4,725

△ 2,893 1,832

ヘ 22,223

△ 20,686 1,537

ト 161,654

6,087,527

6,087,527

２ 流　動　資　産

(1) 589,248

(2) 39,812

△ 1,500 38,312

(3) 9,860

(4) 578

637,998

6,725,525

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産 合 計

令和6年度 行方市水道事業予定貸借対照表
 （令和7年3月31日）

資　産　の　部

土 地

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

現 金 預 金

未 収 金

前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計
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（単位：千円）

３

(1)

イ

1,591,231

1,591,231

1,591,231

４ 流　動　負　債

(1)

イ

212,423

212,423

(2) 46,236

(3)

イ 4,963

4,963

(4) 0

(5) 14,100

277,722

５ 繰　延　収　益

(1) 7,842,878

(2) △ 4,931,860

2,911,018

4,779,971

６ 資　本　金

(1) 1,744,335

1,744,335

７ 剰　余　金

(1)

イ 97,154

ロ 104,065

201,219

201,219

1,945,554

6,725,525

負　債　の　部

固　定　負　債

企 業 債

建設改良の財源等に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

建設改良の財源等に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

収 益 化 累 計 額

資 本 金 合 計

預 り 保 証 金

未 払 金

引 当 金

負 債 合 計

自 己 資 本 金

負 債 資 本 合 計

流 動 負 債 合 計

資　本　の　部

剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当年度未処分利益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
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Ⅰ 重要な会計方針に係る事項

地方公営企業会計基準を適用して，財務諸表等を作成している。

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　　先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

・減価償却の方法

定額法（ただし，取替資産については，取替法による。）

・主な耐用年数

建物 10～60 年

構築物 10～60 年

機械及び装置 8～20 年

車両運搬具 4～5 年

工具・器具及び備品 5～8 年

３ 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することになっているため，退職

給付引当金は計上していない。

(2)賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

(3)法定福利費引当金

　職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に

おける支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

(4)貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権等について個別に回収可能性

を検討し，回収不能見込額を計上している。

４ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

注　記　事　項
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1

予　算　附　属　書　類

本年度予算と前年度予算との比較
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１．収益的収入及び支出

（収　入）

本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

1 922,624 861,003 61,621

1 営 業 収 益 817,377 757,397 59,980

1 給 水 収 益 796,951 730,524 66,427

2 受 託 工 事 収 益 1 1 0

3 そ の 他 の 営 業 収 益 20,425 26,872 △ 6,447

2 営 業 外 収 益 105,245 103,604 1,641

1 受取利息及び配当金 670 22 648

2 他 会 計 補 助 金 780 420 360

3
消費税及び地方消費税
還 付 金

1 1 0

4 長 期 前 受 金 戻 入 102,796 102,159 637

5 雑 収 益 998 1,002 △ 4

3 特 別 利 益 2 2 0

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1 1 0

2 そ の 他 特 別 利 益 1 1 0

款　項 目

水 道 事 業 収 益
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（単位：千円）

金　額

1 水 道 料 金 796,951 水道料金 796,951

1 工 事 負 担 金 1 工事負担金 1

1 材 料 売 却 収 益 1 材料売却収益 1

2 手 数 料 276 給水装置設計審査・工事検査手数料 154

指定給水装置工事業者申請・更新手数料 110

督促手数料 12

3 他 会 計 負 担 金 5,148 消火栓修繕工事負担金 5,148

4 雑 収 益 15,000 下水道使用料徴収業務受託料 15,000

1 預 金 利 息 670 預金利息 670

1 他 会 計 補 助 金 780 児童手当に要する経費 780

1
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

1 消費税及び地方消費税還付金 1

1 長 期 前 受 金 戻 入 102,796 固定資産の取得・改良に伴い交付された 102,796

補助金等の収益化額

1 不 用 品 売 却 収 益 1 不用品売却収益 1

2 そ の 他 雑 収 益 997 受水施設電気料金 400

原発事故損害賠償金 550

行政財産使用料 43

コピー代 4

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

1 そ の 他 特 別 利 益 1 その他特別利益 1

節 備　　　　　考
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（支　出）

本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

1 807,311 814,095 △ 6,784

1 営 業 費 用 756,529 764,219 △ 7,690

1 原 水 及 び 浄 水 費 323,443 318,639 4,804

2 配 水 及 び 給 水 費 45,890 57,891 △ 12,001

款　項 目

水 道 事 業 費 用
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（単位：千円）

金　額

1 旅 費 170 水道技術管理者研修旅費 170

2 備 消 品 費 165 備消耗品費 165

3 通 信 運 搬 費 4,000 専用回線・携帯電話料 4,000

4 委 託 料 27,700 水質検査業務委託料 9,617

電気保安業務委託料 2,003

施設清掃等業務委託料 3,550

保守点検業務委託料 114

便槽汲取委託料 69

機械警備委託料 247

浄配水場等水質・運転管理業務委託料 12,100

5 手 数 料 27 腸内病原菌検査手数料 16

浄化槽法定点検手数料 11

6 賃 借 料 723 手賀・中山・蔵川浄水場用地借地料 723

7 修 繕 費 15,510 取水・浄水施設修繕費 15,510

8 動 力 費 57,950 浄水場等電気料金 57,600

自家発電燃料代 350

9 薬 品 費 11,546 次亜塩素酸ナトリウム 7,678

炭酸ガス・PAC 3,868

10 会 費 負 担 金 260 水道技術管理者研修負担金 260

11 受 水 費 205,331 県受水費 205,331

12 保 険 料 61 施設火災保険料 61

1 備 消 品 費 220 備消耗品費 220

2 委 託 料 3,948 配水管内洗浄作業委託料 3,000

消火栓修繕工事実施設計委託料 468

漏水当番待機委託料 480

3 賃 借 料 533 管路マッピングシステム保守 523

配水管埋設借地料 10

4 修 繕 費 38,961 量水器更改費 10,439

給・配水施設修繕費 20,000

消火栓修繕費 4,680

量水器修繕費 3,842

5 材 料 費 1,650 漏水等補修用材料費 1,650

6 保 険 料 578 水道賠償責任保険料（日本水道協会） 578

節 備　　　　　考
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本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

3 受 託 工 事 費 1 1 0

4 業 務 費 49,794 52,840 △ 3,046

5 総 係 費 68,407 66,794 1,613

目款　項
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（単位：千円）

金　額

1 工 事 費 1 給水装置工事・修繕工事等の受託工事費 1

1 備 消 品 費 516 備消耗品費 516

2 印 刷 製 本 費 1,311 水道料金納付書等印刷代 1,311

3 委 託 料 35,527 上下水道料金徴収等業務委託料 34,045

マッピングシステム入力業務委託料 400

上下水道料金OCRシステム機器リプレース委託料 482

弁護士徴収業務委託料 600

4 手 数 料 3,568 口座振替取扱・伝送手数料 2,020

金融機関・コンビニ収納手数料 1,268

WEB口振受付サービス手数料 43

ショートメールサービス手数料等 237

5 賃 借 料 8,872 水道料金システム賃借料等 8,872

1 給 料 31,394 職員給与費 31,394

2 手 当 12,729 扶養手当 1,176

通勤手当 1,116

時間外勤務手当 787

管理職手当 720

期末手当 4,460

勤勉手当 3,690

児童手当 780

3 賞与引当金繰入額 4,963 賞与引当金繰入額 4,160

法定福利費引当金繰入額 803

4 法 定 福 利 費 12,245 共済組合負担金 8,837

退職手当負担金 3,408

5 旅 費 80 普通旅費 80

6 備 消 品 費 360 備消耗品費 360

7 燃 料 費 930 公用車ガソリン代 930

8 印 刷 製 本 費 163 予算・決算書等印刷代 163

9 通 信 運 搬 費 2,204 郵送料 2,204

10 賃 借 料 912 コピー機等リース料 485

公用車リース料 427

節 備　　　　　考
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本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

6 減 価 償 却 費 258,792 258,051 741

7 資 産 減 耗 費 10,001 10,001 0

8 そ の 他 営 業 費 用 201 2 199

2 営 業 外 費 用 50,780 49,874 906

1
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

25,778 29,872 △ 4,094

2
消費税及び地方消費税
納 付 金

25,000 20,000 5,000

3 雑 支 出 2 2 0

3 特 別 損 失 2 2 0

1 過 年 度 損 益 修 正 損 1 1 0

2 そ の 他 特 別 損 失 1 1 0

款　項 目
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（単位：千円）

金　額

11 修 繕 費 486 公用車・事務機器修繕費 486

12 補 償 金 50 車両事故補償金 50

13 食 糧 費 12 食糧費 12

14 会 費 負 担 金 226 日本水道協会負担金 146

鹿行地区上水道業務研究会負担金 20

県公共料金暴力対策協議会負担金 10

研修負担金 50

15 保 険 料 139 全国自治協会自動車損害共済 103

自動車損害賠償責任保険料 36

16 公 課 費 14 自動車重量税 14

17 貸倒引当金繰入額 1,500 貸倒引当金繰入額 1,500

1 有 形 固 定 資 産 258,792 建物 9,899

減 価 償 却 費 構築物 205,107

機械及び装置 43,233

車両運搬具 450

工具器具及び備品 103

1 固 定 資 産 除 却 費 10,000 除却損又は廃棄損撤去費 10,000

2 たな卸資産減耗費 1 棄損変質又は滅失による除去費 1

1 材 料 売 却 原 価 1 材料売却原価 1

2 雑 支 出 200 過年度過誤納還付金 200

1 企 業 債 利 息 25,778 企業債利息 25,778

1
消費税及び地方消費
税 納 付 金

25,000 消費税及び地方消費税納付金 25,000

1 不 用 品 売 却 原 価 1 不用品売却原価 1

2 雑 支 出 1 雑支出 1

1 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損 1

1 そ の 他 特 別 損 失 1 その他特別損失 1

節 備　　　　　考
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２．資本的収入及び支出

（収　入）

本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

1 418,447 513,063 △ 94,616

1 企 業 債 81,000 55,000 26,000

1 企 業 債 81,000 55,000 26,000

2 負 担 金 315,347 435,963 △ 120,616

1 負 担 金 315,347 435,963 △ 120,616

3 県 補 助 金 2,100 2,100 0

1 県 補 助 金 2,100 2,100 0

4 他 会 計 補 助 金 20,000 20,000 0

1 他 会 計 補 助 金 20,000 20,000 0

（支　出）

本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

1 678,695 805,270 △ 126,575

1 建 設 改 良 費 460,223 580,528 △ 120,305

1 施 設 整 備 費 117,065 34,350 82,715

2 受 託 工 事 費 327,141 541,418 △ 214,277

3 営 業 設 備 費 16,017 4,760 11,257

2 企 業 債 償 還 金 218,472 224,742 △ 6,270

1 企 業 債 償 還 金 218,472 224,742 △ 6,270

款　項 目

資 本 的 収 入

款　項 目

資 本 的 支 出
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（単位：千円）

金　額

1 上 水 道 事 業 債 81,000 配水管整備事業債 81,000

1 工 事 負 担 金 303,587 市道改良布設替負担金 68,471

市下水道布設替負担金 17,468

消火栓新設工事負担金 3,432

高速道路工事布設替負担金 188,216

上山地区老朽管更新工事 26,000

2 施 設 負 担 金 11,760 新規加入負担金 11,760

1 県 補 助 金 2,100 水道加入促進支援事業補助金 2,100

1 他 会 計 補 助 金 20,000 一般会計補助金 20,000

（単位：千円）

金　額

1 委 託 料 10,097 配水管布設設計業務委託料 10,097

2 工 事 費 106,968 老朽管更新工事 102,468

要望 4,500

1 委 託 料 10,631 市道改良布設替設計業務委託料 6,231

市下水道布設替設計業務委託料 1,588

消火栓設置設計業務委託料 312

高速道路布設替設計業務委託料 2,500

2 工 事 費 316,510 市道改良布設替工事 62,240

市下水道布設替工事 15,880

消火栓設置工事 3,120

高速道路布設替工事 235,270

1 備 消 品 費 460 量水器 460

2 委 託 料 1,400 泉配水場空調設備改修設計業務委託料 1,400

3 工 事 費 14,157 泉配水場空調設備改修工事 14,157

1 企 業 債 償 還 金 218,472 企業債元金償還金 218,472

備　　　　　考節

節 備　　　　　考
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